














施した。2020 年 6 月にアンケートを実施して速報を公表後、詳細分析を行った。 































2020 年 6 月 3 日から 6 月 15 日にかけて、ウェブアンケートシステムにより実施した。 
 
1.3 調査項目  

































































































後、調査項目 1～3 の「その他」では、回答内容を分類した。調査項目 4 および 5 では、回答内容
を特定の科学技術群に分類し、分類毎に具体的な科学技術を抽出した。調査項目 6 および 7 で












調査依頼した 1,915 人中、回答者は 1,412 人で回答率は 73.7%であった。所属では大学、専門
















教（助教、テニュアトラック助教、嘱託助教、特任助教）の 21.9%（207 人）、講師の 8.8%（83 人）の順
であった。研究員（研究員、主幹研究員、特任研究員、日本学術振興会特別研究員、学術研究
員、ポスドク）とマネジメント、事務職員、技術職員等（学長、URA、コーディネータ、研究推進員、技
術員、技術補佐員、教務補佐、助手）の割合は低く、それぞれ 1.2%（11 人）、1.3%（12 人）であった。
この結果より、大学での職位による回答傾向の分析では、割合の高い教授、准教授及び講師、助
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総計 情報通信 ライフサイエンス 環境 エネルギー
ナノテクノロジー・
材料 ものづくり 社会基盤 宇宙・海洋 その他
総計 2565 208 968 244 162 595 150 76 113 49100.0% 8.1% 37.7% 9.5% 6.3% 23.2% 5.8% 3.0% 4.4% 1.9%
① 一時的あるいは地域的に問題は生じても、日本の科学技術全体は基本的
には変化しない。
199 17 74 13 15 42 11 9 13 5
100.0% 8.5% 37.2% 6.5% 7.5% 21.1% 5.5% 4.5% 6.5% 2.5%
② 科学者・技術者が社会の課題に目を向け、課題を解決する研究開発を重
視するようになる。
251 29 97 24 13 51 12 7 12 6
100.0% 11.6% 38.6% 9.6% 5.2% 20.3% 4.8% 2.8% 4.8% 2.4%
③ 国民の意識変化・行動変容等により、新しい科学的な発見や発明、イノ
ベーションが起こるきっかけとなる。
449 44 178 43 20 100 23 20 15 6
100.0% 9.8% 39.6% 9.6% 4.5% 22.3% 5.1% 4.5% 3.3% 1.3%
④ 日本の科学技術が大きな影響を受け、研究開発活動（手法、プロセス、成
果の公表方法等）の在り方が変化する。
557 37 193 53 33 162 36 9 19 15
100.0% 6.6% 34.6% 9.5% 5.9% 29.1% 6.5% 1.6% 3.4% 2.7%
⑤ 日本経済や雇用等の状況変化が生じ、科学技術全体に対して直接的ある
いは間接的に影響する。
764 57 281 78 57 163 48 25 40 15
100.0% 7.5% 36.8% 10.2% 7.5% 21.3% 6.3% 3.3% 5.2% 2.0%
⑥ 日本の科学研究が大きな影響を受け、停滞するのではないかと危惧される。 291 21 117 28 19 69 20 5 10 2100.0% 7.2% 40.2% 9.6% 6.5% 23.7% 6.9% 1.7% 3.4% 0.7%









1,412 人中 764 人、54.1%)、東日本大震災後のアンケートでは選択肢②「科学者・技術者が社会の
課題に目を向け、課題を解決する研究開発を重視するようになる」であった（回答者 946 人中 403
人、42.6%）（概要図表 5）。 



















































































































答者 1,412 人中 494 人が回答、35.0%、以下同様）、次いで 「基礎科学研究の長期的視点での着
実な推進」（390 人、27.6%）、「研究開発活動における共通基盤の充実、産学官等の連携推進」
（368 人、26.1%）であった（概要図表 6）。 
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総計 情報通信 ライフサイエンス 環境 エネルギー
ナノテクノロジー・
材料 ものづくり 社会基盤 宇宙・海洋 その他
総計 2589 207 970 251 167 603 146 76 116 53100.0% 8.0% 37.5% 9.7% 6.5% 23.3% 5.6% 2.9% 4.5% 2.0%
① 国家的危機の克服と社会経済の回復への貢献を目指し、科学技術・イノベーション
政策を一層進めるべきである。
494 43 180 41 35 127 30 16 16 6
100.0% 8.7% 36.4% 8.3% 7.1% 25.7% 6.1% 3.2% 3.2% 1.2%
② 社会が抱える様々な課題の把握とその解決のために、個々の専門分野を越えて、
人文学・社会科学の領域にもまたがる学際研究や分野間連携を進めるべきである。
322 38 106 42 18 53 17 23 18 7
100.0% 11.8% 32.9% 13.0% 5.6% 16.5% 5.3% 7.1% 5.6% 2.2%
③ 科学技術に関する知見・成果・リスク等について、情報発信や社会との対話を一層
進めるべきである。
278 20 106 28 16 58 12 9 17 12




390 22 172 39 21 83 22 10 17 4




368 23 139 26 30 97 31 5 13 4




284 19 115 24 20 66 14 5 13 8




345 35 109 37 20 100 18 6 13 7
100.0% 10.1% 31.6% 10.7% 5.8% 29.0% 5.2% 1.7% 3.8% 2.0%










学技術・イノベーション政策を一層進めるべきである」(回答者 1,412 人中 494 人、35.0%)であり、東
日本大震災後のアンケートでは 2 番目に回答割合が高かった(回答者 946 人中 405 人、42.8%)。 
東日本大震災後のアンケートでは、選択肢③「科学技術に関する知見・成果・リスク等について、
情報発信や社会との対話を一層進めるべきである」で最も回答割合が高かった（回答者 946 人中
436 人、46.1%）(概要図表 7)。 






















保」が 48.6%（回答者 1,287 人中 625 人、以下同様）で最も回答割合が高く、次いで「研究開発事












































































































 (a)新興感染症 (b)自然災害 (c)複合災害 
 














































































































































































































が多く寄せられた。その他、様々な意見が寄せられており、詳細は本編を参照いただきたい。                                       
 
2.8 国際連携への影響 
国際連携への影響について、1,412 人の回答内容を分析したところ、「影響なし」の回答は回答
者全体の 10%以下であり（国際連携を実施していないため影響なし、及び国際連携を実施している
が影響なしを含む）、それ以外の回答者からは人・物の国間移動制限による様々な影響が示され
た。個々の回答では、例えば海外組織との共同研究に加えて、国際会議や国際学会の開催にお
いても影響が生じている等、異なる対象への影響や、その影響を解決するための課題について併
記されることが多かった。 
2.9 の研究開発現場への影響と同様、専門家会合の中止、延期、オンライン化による研究者間
コミュニケーションへの影響に関する回答が最も多く、回答者全体の 40%以上で意見が寄せられた。
学会の延期・中止による情報収集や発表・議論の場の喪失、学会のオンライン化に伴う時差対応、
海外の個人情報保護法への対応、人的交流の制限や情報セキュリティに関する新たな問題の発
生等、様々な負の影響が多数挙げられた。一方、海外の研究者によるオンラインセミナーの聴講や、
オンライン学会への参加が容易になったとの回答もあり、2.9 の結果と考え合わせると、専門家全体
では、各種専門家会合のオンライン化についてデメリットとメリットの双方があると認識されていること
が明らかになった。 
xv 
 
国際共同研究や連携事業への影響については、回答者全体の 15%以上を占めた。具体的には、
海外の共同研究先や共同利用施設への移動不可、海外研究者の来日不可により、共同研究が
滞っていると意見された。また、国際学会の中止により、新たな国際連携・共同研究に大きな影響
を与える可能性があるとの指摘もあった。継続的な国際連携はそれほど悪影響が生じていないが、
新規の国際連携を形成することは非常に困難といった意見もあり、共同研究や連携の段階によっ
て影響の度合いが異なる可能性が示された。 
研究者、技術者、学生の受け入れ・招聘への影響については、回答者全体の 10%以上にのぼっ
た。具体的には、海外研究者の招聘・訪問や留学生の受け入れが不可になったため、対面での議
論の機会が失われたり、共同研究に支障が生じたりしたことや、日本人学生への教育効果が期待
できなくなったことが回答された。また、外国人留学生への対応や、今後の海外研究者招聘事業
への応募に関する問題も挙げられた。 
調査実験、フィールドワーク等への影響についても、回答者全体の 10%以上を占めた。具体的に
は、出入国制限のため、海外での臨床研究、インタビュー等の調査研究、サンプリング、装置や試
料を利用した実験等が滞り、国際共同研究に支障が生じているとの回答が寄せられた。 
国のレベルで整理すべき点や求める支援等に関する要望については、2.9 と同様にオンライン会
議を効果的に実施するための技術開発（音声言語化技術、自動翻訳技術、VR 技術等）、ネットワ
ーク環境整備やセキュリティ強化、競争的研究費制度の柔軟な運用（研究費執行の繰越しや研究
期間の延長等）、研究人材の確保・育成に関する内容が多く挙げられた。加えて、出入国制限の
適宜解除、研究者・技術者・学生の出入国に関するルールの明確化、検疫体制の強化等、研究
活動と感染防止との両立に向けた環境整備について多くの意見が寄せられた。その他、様々な意
見が寄せられており、詳細は本編を参照いただきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
